
（単位：千円）

Ａ

交付対象経費 国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

237,178 237,178 0 0

1 R5 単 ○ ○

物価高騰対応
重点支援給付
事業・定額減
税調整給付事
業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

135,421 135,421 0 -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　406世帯×100千円、令和６年度非課
税化世帯　189世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　96
世帯×100千円、子ども加算　197人×50千円、定額減税を補足する給付
の対象者　4584人　(107280千円）　　のうちR６計画分
事務費　6691千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（691世帯）、定額減税を補足する給
付の対象者数（4584人）

－ ○ － R6.2 R6.12 対象者へ給付金100％給付する。 町HP、広報誌 R6補正（地）

2 R6 単 ○ ○

物価高騰対応
重点支援給付
事業・不足額
給付事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

①エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う低
所得世帯支援

61,560 61,560 0 -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の
生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1600世帯×30千円、子ども加算
500人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　3560千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託
料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1600世帯）

－ ○ － R7.3 R8.3 対象者へ給付金100％給付する。 町HP、広報誌 R6補正（地）

3 R5 単 ○ －

中小企業対策
事業
（保証料補給
金）

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

⑦中小企業等に
対するエネルギー
価格高騰対策支

援

2,000 2,000 0 -

①原油価格・物価高騰等の影響を受ける町内中小企業等に対し、事業継
続と経営の回復・安定のため、融資を受ける際の保証料の補給を行う。
②町内事業者への保証料
③・県信用保証協会 保証料補給 町制度資金(負担金及び補助金)
　　5件×300千円＝1,500千円
   ・県制度資金(負担金及び補助金)
　　5件×100千円＝500千円
④町内中小企業等

－ － － R6.4 R7.3 申請件数8件 町HP R6当初（地）

4 R5 単 ○ －
児童生徒に対
する給食費の
一部補助

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

②エネルギー・食
料品価格等の物
価高騰に伴う子
育て世帯支援

6,034 6,034 0 -

①原油価格・物価高騰等の影響を受ける町内小中学校保護者の支援の
ため、学校給食費の保護者負担の軽減を行う。
②給食費（賄材料費）　高騰分について一般会計へ充当（教職員分は除
く）
③4-3月
 小学校555名×35円×200日 ＝ 3,885,000円
 中学校307名×35円×200日 ＝ 2,149,000円
                                       合計 6,034,000円（教職員分は除く）
④生活者（保護者）等

－ － － R6.4 R7.3
生活者（保護者）等の物価高騰による
給食費の増額負担0円

町HP R6当初（地）

5 R5 単 ○ －
温泉施設応援
事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

18,000 18,000 0 -

①町温泉施設は、電気・燃料価格等の高騰により採算が悪化している。
　町内には当該施設以外に温泉施設は存在せず、事業の縮小、廃止等
は坂城町民及び周辺住民の健康増進、コミュニティ活動、地域活性化等
に悪影響を及ぼす。当該施設の指定管理者である株式会社坂城町振興
公社を交付対象者として、支援金を交付し、電気・燃料価格等高騰による
事業の縮小・廃止等を防ぐとともに施設利用料への価格転嫁を防止す
る。
②電気・灯油・ガス料金値上がり分の補助（負担金及び補助金）
③電気・灯油・ガス料金値上がり分の支援
(R6料金見込）―（R2・3平均単価×R6使用量見込）
【電気料：26,220,000円-（15.3円/kwh×874,000kwh）＝12,847,800円
灯油代：22,320,000円-（71.0円/ℓ×240,000ℓ）＝5,280,000円
ガス代：1,947,900円-（366.7円/ℓ×4,530ℓ）＝286,749円
合計　12,847,800円＋5,280,000円＋286,749円＝18,414,549円≒
18,000,000円】
（負担金及び補助金）
➃指定管理者（中小企業）

－ － － R6.4 R7.3
利用者負担を現状維持(入館料増額０
円)することにより、町民の福利厚生施
設としての機能を維持

町HP R6補正（地）

6 R5 単 ○ －
公共施設等管
理事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

⑨推奨事業メ
ニュー例よりも更
に効果があると判
断する地方単独

事業

13,636 13,636 0 -

①電力・燃料価格高騰の影響を受ける公共施設（直接住民の用に供する
施設）の光熱費高騰分を支援することにより、安定した市民サービスを提
供するとともに、施設利用料への価格転嫁を防止する。
②光熱費高騰分について一般会計へ充当
③
【対象施設（電気料）】
町立小中学校、図書館、鉄の展示館、町立保育園、武道館、文化セン
ター
（R5年度電気料実績）29,169,396円-（R3年度電気料金実績）16,488,032
円＝12,681,364円≒12,677,000円
【対象施設（灯油代）】
ふれあいセンター、町立保育園
（R5年度灯油代実績）3,617,746円ー（R3年度灯油代実績）2,657,764円＝
959,982円≒959,000円
④公共施設（直接住民の用に供する施設）の施設利用者

－ － － R6.4 R7.3

町立小学校３校、町立中学校１校、図
書館、鉄の展示館、町立保育園３園、
武道館、文化センター、ふれあいセン
ターのすべてに充当
価格高騰分の100％補助

町HP R6当初（地）

7 R5 単 ○ －

老人福祉セン
ター指定管理
者光熱費補助
事業

Ⅰ．物価高から国民生
活を守る

○

⑤医療・介護・保
育施設、学校施
設、公衆浴場等
に対する物価高

騰対策支援

527 527 0 -

①老人福祉センターの安定した管理運営のため、電力・燃料価格高騰の
影響を受ける指定管理者の光熱費高騰に伴う負担軽減を図る。
②光熱費高騰分について委託料に充当
③（R5年度電気料実績）1,204,728円-（R3年度電気料金実績）677,559円
＝527,169円≒527,000円
④老人福祉センター指定管理者：１者

－ － － R6.4 R7.3 価格高騰分の100％補助 町HP R6当初（地）

★令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

補
助
・
単
独

エネル
ギー・食
料品価格
等の物価
高騰の影
響を受け
た生活者
等に対し
て事業の
効果が直
接及ぶ

交付対象事業
の名称

事業
終期

経済対策との関係

対象外経
費に臨時
交付金を
充当して
いない

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ

予算区分
地域住民への周知方法（HP,広報紙

など）
参考資料

Ｄ

特定事業者等支
援

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

総事業費
基金

事業
始期

成果目標（可能な限り定量的指標を
設定）

Ｃ

個人を対象とし
た給付金等


